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平成２０年１月２９日 
新 調 査 検 討 室 

 

平成２３年調査実施計画WGにおける検討状況 

 

 

 

【対応案】 

（１）既存統計調査における企業、事業所の産業格付けについては、下表のとおり。 

 

 

（２）２３年経済センサスが事業所の母集団情報を整備する統計調査であることなどを踏ま

え、事業所の産業分類は細分類とする。 

（３）売上高を把握する事業所において、主産業の事業活動については詳細に把握し、

従産業の売上高内訳については産業大分類程度の分類で把握する。 

（４）事業所を定量的に可能な限り細かい分類（細分類）に格付ける（「経済センサスの枠

組みについて」より）ために、産業別に配り分ける調査票及び記入の手引類の記述

方法等について、企業等のヒアリングなどを踏まえ検討する。 

 

（注） 主産業は、２１年調査で格付けられた事業所の産業分類が属する産業大分類

の事業活動、従産業は、主産業以外の事業活動とする。 

（例えば、２１年調査の産業格付けが「○○機械器具製造業」の事業所ならば、

「製造業」が主産業であり、「製造業」以外の事業活動が従産業） 

 

資料 ２

１．事業所の産業細分類格付けは、一元的な調査票では困難ではないのか。 

既存統計調査における産業分類一覧表を整理し、検討すること。 

２．品目分類別売上高の集計表について、サービスの集計表は、財の集計表と同様

な形式でよいのか。 

　　売上高を調査している主な統計調査における産業分類表章状況

統計調査 調査単位 対象産業 産業分類

工業統計調査 事業所 製造業 細分類

商業統計調査 事業所 卸売業、小売業 細分類

本邦鉱業のすう勢 事業所 鉱業 細分類

医療経済実態調査 事業所 医療 医業施設別

特定サービス産業実態調査 事業所 特定のサービス事業者 小・細分類

サービス業基本調査 事業所 旧サービス業 小・細分類

建設工事施工統計調査 企業 建設業法上の登録業者 細分類

建築着工統計調査 企業 建築業者 工事種類別

通信産業基本調査 企業 通信産業 中・小・細分類

経済産業省企業活動基本調査 企業 経済産業省所管産業 大・中分類

中小企業基本実態調査 企業 中小企業 中分類

個人企業経済調査 企業 全産業 中分類

法人企業統計調査 企業 全産業 大・中分類

日銀短観 企業 全産業 中分類
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【対応案】 

製造品など財部門における需要先地域別情報は、記入者の負担等を考慮し、経済セ

ンサスとしては調査しないこととする。 

特定のサービス部門においては、主産業のサービスの産出先（提供先、契約先）情報

について、その内訳を産業大分類別ベースで把握、集計する。 

 

 

【対応案】 

（１）表章する付加価値は、全産業共通で算出すること、傘下事業所へ按分することから

ネット概念とし以下の算式とする。 

     付加価値額 ＝ 営業利益（売上高 － 売上原価 － 販売費及び一般管理費） 

             ＋ 給与総額 ＋ 租税公課 

（２）利用者が、グロス概念などに加工できるために、以下の経理項目を集計、表章する。 

（ ）は、計算項目 

・売上高 

・売上原価 

・販売費及び一般管理費 

・（営業利益 ＝ 売上高 － 売上原価 －販売費及び一般管理費） 

費用の内訳として、 

・減価償却費 

・給与総額（賞与を含む） 

・福利厚生費（退職金を含む） 

・外注費 

・支払利息等 

・動産・不動産賃借料 

・租税公課（法人税、住民税、所得課税の事業税を除く） 

・（付加価値額 ＝ 営業利益 ＋ 給与総額 ＋ 租税公課） 

 

（３）全産業共通の事業所別付加価値額の集計表としては、全事業所について減価償却

費を調査することの困難性などを考慮し、ネット概念の付加価値額を従事者数によ

って一律的に傘下事業所に按分する。 

 

４．付加価値の概念は、ネット概念かグロス概念か。 

給与総額の中に福利厚生費は含むのか。

３．財・サービスの売上高産出先集計表については、有益性はあるものの、産出先情

報把握の困難性を考慮して検討すべき。 

５．付加価値の傘下事業所への按分は、従事者数だけではなく、生産設備を加味させ

るべき。 
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【対応案】 

法人企業など会社等単位で把握した売上高については、傘下事業所に按分しないこ

ととする。 

 

 

 

【対応案】 

倉庫業者の在庫額は調査しないが、卸売業者、小売業者について、「商品手持額」総

額を調査することとする。 

 

 

 

【対応案】 

（１）リースの減価償却費は、来年度から変更される「リース会計基準」に準拠させる。 

（２）具体的には、借り手側が自社の固定資産として計上することになるので、減価償却費

は借り手側で計上することになる。 

 

 

 

【対応案】 

従業者数は、「商業統計調査」、「事業所・企業統計調査」などと同様、調査日現在とし

て把握する。 

７．流通在庫を集計してほしい。 

８．リースの減価償却費の扱いを明確にすべき。 

６．法人企業など会社等単位で把握した売上高については、傘下事業所に按分すべ

きではない。 

９．従業者数の調査日は、決算月などを考慮すべきではないのか。 
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【対応案】 

従業者の区分については、以下の区分で把握、集計することとする。 

①個人業主 

②個人業主の家族で無給従業者 

③有給役員 

④常用雇用者 

  うち、「正社員・正職員などと呼ばれている者」 

     「上記以外の常用雇用者」 

⑤臨時雇用者（常用雇用者以外の雇用者） 

⑥別経営の事業所から派遣・出向されている者 

⑦①～⑤のうち、別経営の事業所へ派遣・出向している者 

 

     従業者：①＋②＋③ ＋ ④ ＋ ⑤ 

     従事者：①＋②＋③ ＋ ④ ＋ ⑤ ＋ ⑥ － ⑦ 

 

    なお、「出向者」と「派遣者」の分離について検討中である。 

 

 

 

【対応案】 

登録派遣者のうち調査日現在で派遣されている者は、従業者として、「常用雇用者」、

「臨時雇用者」の定義にしたがって把握、集計する。加えて、登録派遣者が複数の派遣

会社に登録していること、派遣期間が比較的短期間であることを考慮し、別途、労働派遣

業に対し派遣労働者について「常用労働換算」での把握、集計が可能か検討する。 

 

１０．パート・アルバイトは、常用雇用者以外、臨時雇用者の区分にも含まれる概念で

あり、常用雇用者の内訳としての「パート・アルバイト等」の表記は適切ではない。 

１１．登録型の派遣労働者の扱いについて整理すべき。 



製造事業

主産業が製造業の事業所

従産業（製造事業以外）
：：

xxxチーズ

：：

xxxxバター

売上高製品名

従産業の売上高表（全事業所共通）

情報通信事業

従産業（情報通信以外） ：ウェブ・コンテンツ提供業

xxxxxxASP

売上高事業活動

従産業の売上高表（全事業所共通）

主産業の事業活動別表

ASP、ウェブ・コンテンツ提供業は、産業分類「４０１２アプリケー
ション・サービス・コンテンツ・プロバイダ」に含まれる活動

物品賃貸事業

従産業（物品賃貸以外） ：事務用機器賃貸

xxxxxx通信機器賃貸

売上高事業活動

従産業の売上高表（全事業所共通）

通信機器賃貸は、産業分類「７０２１産業用機械器具賃貸業」に、事務用
機器賃貸は同「７０３１事務用機械器具賃貸業」に含まれる活動

・・・

・・・

xxx

建設業

x

鉱業、採
石業、砂
利採取業

xx売上高

農林水
産業

大分類

別紙 １

主産業が情報通信業の事業所

主産業が物品賃貸業の事業所

主産業は
詳細に把握

主産業の事業活動別表

主産業の事業活動別表

主産業は
詳細に把握

主産業は
詳細に把握

主産業の詳細な把握
方法は検討課題

従産業の売上高内訳は、産業
大分類ベースに把握

・・・

・・・

xxx

建設業

x

鉱業、採
石業、砂
利採取業

xx売上高

農林水
産業

大分類

・・・

・・・

xxx

建設業

x

鉱業、採
石業、砂
利採取業

xx売上高

農林水
産業

大分類



物品賃貸業を主産業とする事業所の主産業の売上高集計表

【集計表 １】 事業所産業分類別表

物品賃貸事業

従産業（物品賃貸業以外）
３００電子式複写機賃貸（７０３１）

１０００通信機械機器賃貸（７０２１）

売上高事業所Aの事業活動
物品賃貸業の事業所 A

物品賃貸事業

１０００電子計算機賃貸（７０３２）

５００スポーツ用品賃貸（７０５１）

２０００金銭登録機賃貸（７０３１）

売上高事業所Bの事業活動物品賃貸業の事業所 B

産業分類＝７０２１ 産業用機械器具賃貸業

産業分類＝７０３１ 事務用機械器具賃貸業

従産業（物品賃貸業以外）

その他
賃貸

５００

ｽﾎﾟ娯楽
賃貸

自動車
賃貸

３０００

３００

事務用
賃貸

３５００７０３１ 事務用機械器具賃貸業

１０００１３００７０２１ 産業用機械器具賃貸業

産業用
賃貸

売上高の内訳
売上高
総額

産業分類

（細分類）

【集計表 ２】 事業活動別表

５００スポーツ用品賃貸（７０５１の一部）

１０００電子計算機賃貸（７０３２の一部）

２０００金銭登録機賃貸（７０３１の一部）

３００電子式複写機賃貸（７０３１の一部）

１０００通信機械機器賃貸（７０２１の一部）

売上高事業活動別

【検討課題】 売上高内訳の表章分類レベル（主産業の産業別に検討）

【検討課題】 事業活動の分類（産業分類の内訳分類をベースに検討）

集計

主産業は
詳細に把握

主産業は
詳細に把握

調査票の報告イメージ

別紙 ２



別紙 ３

　　　　　（産出先情報を集計するか、集計する単位は大分類か中分類かなど）

　　　　　　　　産業分類
特サビ実態における産出
先調査（計画を含む）

事業所数
（平成１８年調査）

G 情報通信業 59,578
３７ 通信業 10,052
３８ 放送業 1,651
３９ 情報サービス業 ○ 29,173

３９０ 管理、補助的経済活動を行う事業所 ○
３９１ ソフトウェア業 ○ 20,794
３９２ 情報処理・提供サービス業 ○ 8,379

４０ インターネット附随サービス業 ○ 3,161
４００ 管理、補助的経済活動を行う事業所 ○
４０１ インターネット附随サービス業 ○ 3,161

４１ 映像・音声・文字情報制作業 15,541
４１０ 管理、補助的経済活動を行う事業所 ○
４１１ 映像情報制作・配給業 ○ 3,786
４１２ 音声情報制作業 ○ 332
４１３ 新聞業 ○ 1,714
４１４ 出版業 ○ 5,656
４１５ 広告制作業
４１６ 映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業 ○ 4,053

K 不動産業、物品賃貸業 348,596
６８ 不動産取引業 64,991
６９ 不動産賃貸業・管理業 253,656
７０ 物品賃貸業 ○ 29,949

７００ 管理、補助的経済活動を行う事業所 ○
７０１ 各種物品賃貸業 ○ 1,630
７０２ 産業用機械器具賃貸業 ○ 10,323
７０３ 事務用機械器具賃貸業 ○ 645
７０４ 自動車賃貸業 ○ 4,931
７０５ スポーツ・娯楽用品賃貸業 ○ 675
７０９ その他の物品賃貸業 ○ 11,745

L 学術研究、専門・技術サービス業 215,213
７１ 学術・開発研究機関 3,719
７２ 専門サービス業（他に分類されないもの） 114,518

７２０ 管理、補助的経済活動を行う事業所 ○
７２１ 法律事務所、特許事務所 12,682
７２２ 公証人役場、司法書士事務所、土地家屋調査士事務所 12,377
７２３ 行政書士事務所
７２４ 公認会計士事務所、税理士事務所 32,656
７２５ 社会保険労務士事務所
７２６ デザイン業 ○ 9,906
７２７ 著述・芸術家業 1,085
７２８ 経営コンサルタント業、純粋持株会社
７２９ その他の専門サービス業 45,812

７３ 広告業 ○ 11,935
７３０ 管理、補助的経済活動を行う事業所 ○
７３１ 広告業 ○ 11,935

７４ 技術サービス業（他に分類されないもの） 85,041
７４０ 管理、補助的経済活動を行う事業所
７４１ 獣医業 8,858
７４２ 土木建築サービス業 53,827
７４３ 機械設計業 ○ 7,605
７４４ 商品・非破壊検査業 1,473
７４５ 計量証明業 ○ 884
７４６ 写真業 12,394
７４９ その他の技術サービス業

R サービス業（他に分類されないもの） 330,811
８８ 廃棄物処理業 15,654
８９ 自動車整備業 68,879
９０ 機械等修理業（別掲を除く） 32,900

９００ 管理、補助的経済活動を行う事業所
９０１ 機械修理業（電気機械器具を除く） ○ 14,469
９０２ 電気機械器具修理業 ○ 7,324
９０３ 表具業 3,738
９０４ その他の修理業 7,369

９１ 職業紹介・労働者派遣業 15,473
９２ その他の事業サービス業 62,050
９３ 政治・経済・文化団体 40,648
９４ 宗教 92,380
９５ その他のサービス業 2,827

売上高の産出先情報集計候補のサービス産業




